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鳥取県廃棄物処理計画（答申案）概要版

１ 計画策定の趣旨等

○ この計画は、廃棄物処理法に基づき、本県の資源循環や廃棄物の処理の現状と課題を踏まえ

環境への負荷をできる限り低減する循環型社会の構築に向け、今後の本県における廃棄物処

理等に関する基本的な事項について定めるものです。

○ 対象とする廃棄物は、廃棄物処理法に定める「一般廃棄物」及び「産業廃棄物」です。

○ 計画期間は「平成２３年度から平成２６年度」の４ヶ年とします。

２ 廃棄物の現状と将来目標

（１）一般廃棄物（ごみ）
市町村のごみ袋の有料化や生ごみの資

源化の取組等により、排出量は着実に減

少し、リサイクル率は順調に向上してき

ました。

今後は、産学官が連携して廃棄物の特

性に応じた効率的なごみ減量リサイクル

システムの構築を推進するとともに、関

係団体等と連携して各家庭における生ご

みや紙ごみの資源化、水切りの徹底等な

ど実践活動の普及を図っていきます。

これらの取組により、１人１日当たり

、の排出量を毎年約10ｇ削減するとともに

リサイクル率を平成２６年度には全国ト

ップレベルの30％を目指し、最終処分量

の削減を図ります。

（２） 産業廃棄物（農業を除く）
平成２１年度の排出量は、民間の建設

工事の増加等により増加しましたが、リ

サイクル率は廃プラスチック類の燃料化

が進んだこと等により順調に向上してき

ました。

今後は、多量排出事業者等に対してき

め細かな排出抑制の指導を徹底するとと

もに、リサイクル新技術・製品開発への

支援等を通じてリサイクル産業の振興を

図ります。

これらの取組により、今後、増加が予

想される排出量を現状レベルに抑制する

とともに、リサイクル率を向上させるこ

とにより最終処分量の削減を図ります。
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３ 目標達成のための施策の方向と主な施策

県民、ＮＰＯ法人、事業者、行政が主体的に取り組み、お互いに連携・協働して全国をリードす

る環境実践「とっとり環境イニシアティブ」を進めるとともに、自然共生社会や低炭素社会に向け

た取組とも連携しながら 「リサイクルフロンティアとっとり」の創造に向けた次の四つの柱を基、

本とした取組を行っていきます。

（１）４Ｒ社会の実現

大量生産、大量消費、大量廃棄型の従来の社会のあり方やライフスタイルを見直し、廃棄物

のリフューズ（断る ・リデュース（減量化）に努めるとともに、廃棄物とされたものについ）

てはリユース（再使用 ・リサイクル（再生利用）を通じて資源としてできる限り利用するシ）

ステムの構築を推進し、４つのＲが定着した循環型社会の形成を目指します。

①ごみ減量・リサイクルの推進

○産学官が連携して推進方策を検討（リサイクルに取り組む企業と市町村とのマッチング等）

○市町村等のモデル的な取組の推進（生ごみの堆肥化、雑紙の資源化、小型家電の回収システ

ムの構築等）

○事業性のあるリサイクルビジネスモデルの創出（紙おむつの燃料化、レアメタルの回収等）

②県民との協働とネットワークづくり

○ごみ減量リサイクル実践者の拡大（生ごみの水切り・堆肥化、雑紙の分別回収の推進等）

○経済的インセンティブを活用した仕組みづくり（資源ごみ持込量に応じたポイント付与等）

○マイバッグ運動の推進（ノーレジ袋推進協議会と連携しレジ袋の有料化を推進）

○グリーン購入の推進（グリーン購入とっとりネットと連携しグリーン購入を普及）

③環境教育・環境学習の推進

○「ちびっこエコスタート 「こどもエコクラブ」等による幼児期等からの環境意識の醸成」

○学校における環境教育の推進（環境教育全体計画の作成、ＴＥＡＳ（Ⅱ・Ⅲ種）の取得推進等）

（ ）○とっとり環境ネットワーク等と連携した環境学習の推進 実践リーダーのネットワーク化等

④排出事業者の自主的な取組の推進

○事業場における４Ｒの推進（ＴＥＡＳ（Ⅰ・Ⅱ種）の取得推進等）

○多量排出事業者に対する指導の徹底（産業廃棄物処理計画に対する指導等）

○適正管理等に関する普及啓発（産業廃棄物適正管理セミナーの開催等）

⑤産業廃棄物のリサイクルの向上と最終処分量低減の促進

○建設廃棄物のリサイクルの徹底（建設リサイクル法に基づく指導の徹底等）

○産業廃棄物処分場税による最終処分量の削減（排出削減に対する経済的な動機付け等）

（２）リサイクル産業の振興

、 、持続可能な循環型社会の形成を進めていくためには ４Ｒ社会の実現に向けた取組と併せて

リサイクル産業の振興を推進していくことも重要であることから、リサイクル技術の開発や事

業化、リサイクル施設の整備に対する支援等を行うとともに、本県のリサイクル産業の強み等

を踏まえた方策を構築し、リサイクル産業の振興への取組を強化します。

①リサイクル産業への参入促進と既存企業の成長支援

○リサイクル新技術・製品開発等への支援（大学等の研究成果の製品化、事業化支援等）

○事業性のあるリサイクルビジネスモデルの創出（紙おむつの燃料化、レアメタルの回収等）

○公設試験研究機関による先進的なリサイクル技術の確立（ガラスリサイクル等）
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②リサイクル製品の利用促進

○鳥取県グリーン商品認定制度と利用促進（商品の認定と販路開拓支援等）

○リサイクル製品の販売促進への支援（県外展示会等への出展支援等）

○産学金官の連携による環境ビジネスのマッチングと交流促進（ビジネス交流会の開催等）

③地域の強みを活かした更なるリサイクル産業の育成に向けて

○リサイクルポートに指定された境港の活用（推進協議会による利用促進、港湾施設整備等）

（ ）○リサイクルビジネス推進アクションプランの推進 ビジネス具現化への支援策と展開を検討

（３）低炭素社会との調和

今日、地球温暖化対策の実施が喫緊の課題となっており、低炭素社会づくりや新エネルギー

の視点からも、廃棄物系バイオマスの利活用が求められていることから、廃棄物の排出抑制に

よる温室効果ガスの発生抑制や再生利用が困難で焼却せざるを得ない廃棄物をエネルギーとし

て活用することにより 「循環型社会」と「低炭素社会」との調和を目指します。、

①廃棄物由来のエネルギー・熱回収の推進

○市町村、民間焼却施設のエネルギー・熱回収の推進（廃棄物由来のエネルギー活用の推進）

○中小企業者による廃棄物系バイオマスの利用促進（新エネルギー設備の導入支援等）

○廃棄物系バイオマスの燃料化推進（紙おむつ、下水汚泥の燃料化等）

○木質バイオマス、バイオディーゼル燃料の利用促進

（４）廃棄物の適正処理体制の確立

県内で廃棄物の適正な処理を確保し循環的利用等を促進していくためには、環境への負荷が

低減される処理体制の整備と適正な処理の推進が必要であることから、優良な処理業者等の育

成や廃棄物処理施設等に対する監視指導を徹底するとともに、周辺の生活環境の保全に配慮し

ながら適正処理に必要な廃棄物処理施設の確保に努めます。

①産業廃棄物の適正処理の推進

○優良な処理業者の育成（国の優良産業廃棄物処理業者認定制度の普及等）

○マニフェスト制度による適正処理の推進（電子マニフェストの普及等）

○監視指導の徹底（立入検査の徹底等）

○公共関与による管理型産業廃棄物最終処分場の確保

②不法投棄の撲滅

○関係機関と連携を強化した不法投棄防止対策（市町村、警察、隣接県等との連携強化）

（ 、 ）○多様な主体による監視体制の強化 民間団体と通報協定の締結 高感度監視カメラの設置等

③災害廃棄物等の適正な処理体制の確保

○災害廃棄物の処理体制の確保（他県との広域的な協力体制の推進等）

○海岸漂着ごみの処理体制の確保（海岸管理者を中心とした未然防止や処理体制の構築等）

４ 計画の推進

○ 本計画の進行管理はＰＤＣＡサイクルにより行い、目標達成状況の定期的な検証と各種施策

の継続的な改善を図ることとします。

○ なお、今後の社会経済情勢の変化や廃棄物処理に関する法制度の改正等の内容によっては、

計画期間内であっても必要な見直しを行うものとします。
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鳥取県廃棄物処理計画（答申案）イメージ

【一般廃棄物】

○ごみ減量・リサイクルの推進

○県民との協働とネットワークづくり

○環境教育・環境学習の推進
【産業廃棄物】

○事業者の自主的な取組の推進

○産業廃棄物のリサイクルの向上と最終

処分量低減の促進

「リサイクルフロンティアとっとり」の創造

○廃棄物の減量・リサイクルの推進
○最終処分量の削減
○廃棄物処理における温暖化対策の推進
○適正処理の確保

課 題

【実施体制】

廃棄物処理計画（H23～ 26）

次期計画廃棄物処理計画

本計画

○リサイクル産業への参入促進と既存企

業の成長支援

○リサイクル製品の利用促進

○地域の強みを活かした更なるリサイク
ル産業育成

○産業廃棄物の適正処理の推進

○不法投棄の撲滅

○災害廃棄物等の処理体制の確保

○廃棄物由来のエネルギー回収の推進

リサイクル産業の振興

廃棄物の適正処理体制の確立

４Ｒ社会の実現

低炭素社会との調和

連携・協働

県民・ＮＰＯ 事業者

県市町村


